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----------------------------------------------------------------------------
　日本各地の食や特産品とともにインバウンド観光のPR合戦が繰り広げられている
ようです。アウトバウンドでも、日本の旅行関係者がロシア沿海地方を視察したと
か。私たちにとっては“今頃ですか”的な感覚ですが、他方、地方が先駆けていた
頃とは違う競争に地方空港などがさらされてしまう厳しさも感じます。（編集長）
----------------------------------------------------------------------------
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  ガスプロムはチャイナマネーで生産する  ◇

　ガスプロムのアレクセイ・ミレル社長と中国の国家開発銀行（CDB）の鄭之傑副
会長兼社長は、ロシアのメドベージェフ首相と中国の李克強首相の同席のもと、相
互理解に関する覚書に署名した。この文書は、特に、アムールガス加工工場建設プ
ロジェクト実施の際のプロジェクトファイナンス、その他の融資での双方の協力の
共通原則を定めている。CDBは既に10月、ガスプロムバンク及びINGと並んで、同プ
ロジェクトに関するガスプロムの金融コンサルタントコンソーシアムに加わってい
る。
　アムールガス加工工場（天然ガスの年間処理能力420億立方メートル）は世界で
も最大規模となる。ガスプロムはここで、「シベリアの力」パイプラインで中国に
輸出するために天然ガスを精製する。北京もこのガス加工工場の製品の主要なユー
ザーとなる。プロジェクトのEPCM契約をSIBUR傘下のNIPIGAS社が受注した。2017年
第１四半期の着工、2021年の稼働開始が予定されている。事業費は7910億ルーブル
と見積もられており、ガスプロムは2018年に資金を誘致することにしている。しか
し、NIPIGASのチムール・スタノフ建設部長によれば、既に2016年、経費は約150億
ルーブルになるという。（ハバロフスク版コメルサント・デイリー11月９日）

  ◇  中国がロシア産食品の主要な買手に  ◇

　2016年、中国がロシア産食品の主要な買手となったことを、RBCが分析した連邦
税関長のデータが示している。中国は１〜９月、ロシアから11億3000万ドル余りの
食品を輸入し、それは昨年１〜９月期の実績を22.1％上回っている。こうして、ロ
シア産農産品の輸入総額における中国のシェアは10.8％に達したとロシア輸出セン
ター（REC）は算定した。前年同期の実績は９％だった。当時、主要輸入国のトッ
プはトルコ（11％）だった。いまやトルコのシェアは9.1％となっている。
　RECによれば、中国への出荷で最も大きな割合（60％余り）を占めるのが冷凍魚
だ。今年１〜９月に７億1040万ドル相当の冷凍魚が輸出された。通常、中国人はこ
れを使ってフィッシュスティック等の半製品を作っている。
　次に目立つカテゴリーが大豆、ヒマワリ油と大豆油で、中国の食品加工業で積極
的に使われている。これらのシェアはそれぞれ、8.4％、7.9％、4.1％となってい
る。
　しかし、これら昔から需要のある商品以外に、2015年から輸出が増えているもの
がある。例えば、連邦税関庁の分析によると、2016年１〜９月に中国は１万2000ト
ン余りのチョコレート（3840万ドル）を輸入した。これは昨年の数値のほぼ４倍だ。
中国はカザフスタンに次ぐロシア産チョコレートの消費国となった、と菓子市場調
査センターのエリザベータ・ニキーチナ専務理事は言う。彼女によれば、中国は昨
年、輸入国トップ10にすら入っていなかった。
　連邦税関庁のデータによると、果物や野菜のジュースの輸出が３倍に伸びて130
万ドルになり、ブドウ酒の輸出は3.8倍に伸びて180万ドルになった。連邦税関庁の
データで最も（５倍）伸びて420万ドルに達したのは、ロシア産アイスクリームの
対中国輸出だ。パン製品、粉、ベビーフードの輸出も著しい成長を見せている。
　ロシア産食品の大口買手としての中国の地位は強くなる一方だろうと、RBCが話
を聴いた専門家らは考えている。特に、2016年１月１日から「一人っ子政策」が廃
止されたため、輸入食品の需要の拡大が期待される。加えて、生産者は、2017年に
中国がロシア産食肉に対して市場を開放するのではないかと期待している。鶏肉に
関する正式な許認可は既に出た。牛肉輸出の問題は協議中だ。これが前向きに許可
されれば、４〜５年内にロシアは中国に50万〜60万トンの製品を輸出するだろう、
と全国食肉協会のセルゲイ・ユシン執行委員長は予測している。（RBC 11月10日）

  ◇  日本の旅行会社が沿海地方の観光施設を視察  ◇

　旅行会社、行政機関、日本旅行業協会（JATA）の関係者が数日間、沿海地方の主
な名所旧跡を視察した。
　「日本の同僚たちは、B2B形式で旅行会社の関係者と面会した。並行して、旅行
代理業者向けに体験型見学会が組織された。彼らはウラジオストク市の歴史地区や
極東連邦大学、統合型リゾート『プリモーリエ』、『サファリパーク』などの施設
を訪れた。その結果、情報交換に関する合意がなされ、沿海地方観光情報センター
をロシア側の窓口とすることになった」と沿海地方のコンスタンチン・シェスタコ
フ観光局長は話す。
　日本側は「最も近いヨーロッパ」へのツアーを増やす意向を表明した。
　ロシア極東での観光振興は、ロシアのプーチン大統領と日本の安倍首相の間で承
認された８項目からなる協力プランの一つだ。シェスタコフ局長によれば、日本は
沿海地方にとって戦略的に重要な市場だという。
　シェスタコフ局長はさらに、最近、東京で開催されたJATAの観光イベント「ツー
リズムESPOジャパン」で、日本人の間の沿海地方への関心の高まりが明らかになっ
たことを指摘した。日本人は特に、文化歴史ツアー、マリインスキー劇場沿海地方
支部、「タイガー・クエスト」、「パスポート・プリモーリエ」、「イージートラ
ベルペーパー」などのマップのような観光情報センターのオリジナル商品に関心を
示した。
　沿海地方にいる外国人観光客の中で多いのは中国人、日本人、韓国人だ。観光イ
ンフラの未整備やサービスの質が日本人の足を遠ざけているとみられている。日本
人はしばしば、沿海地方やハバロフスク地方で管理・保存されている親戚や関東軍
兵士の墓を訪れる。いわゆるノスタルジックツアー客は沿海地方を訪れる日本人全
体の７割に及ぶ。さらに、３分の１はビジネス客やエコツアー客だ。
　日本国政府は、経済協力強化の一環でロシア極東への渡航を促進するよう日本の
観光会社に要請した。専門家によれば、この方面では、クルーズの振興が特に有望
だ。ちなみに、日本から毎年、２隻の客船が沿海地方を訪れている。
（ロシースカヤ・ガゼータ11月14日）

  ◇  沿海地方と黒龍江省が100億ルーブル規模のプロジェクトについて合意  ◇

　沿海地方政府広報室は、同地方での「黒龍江省デー」の枠内で開かれビジネス交
流フォーラムの結果について、沿海地方と中国・黒龍江省が、100億ルーブル余り
の規模の共同プロジェクトの実施に関する協定書に署名したことを発表した。
　沿海地方のウラジミル・ミクルシェフスキー知事と黒龍江省の陸昊省長も出席し
たフォーラムでは、14件の合意文書が調印された。さらに、双方はビジネスマッチ
ングで交渉を継続。その結果、発表された対沿海地方経済投資の総額は100億ルー
ブルを超える。これは、農業、製材業、食品・石油製品の輸出の分野での連携だ。
例えば、レスインベスト社（沿海地方）と投資木材業団地「ゴリン」の製材供給契
約の金額は１億ドルとなっている。「中国のフア・ヤンと沿海地方のビトリア社は
合弁会社『フア・ヤン・牛乳工場』の設立について合意し、投資金額は10億ルーブ
ルほどになる」という沿海地方投資エージェンシーのエレーナ・ヤスケビチ第一副
理事長の談話が報じられている。
  さらに、沿海地方商工会議所と黒龍江省貿易企業協会の間で、貿易経済関係強化
の促進が合意された。「黒龍江省からロシア経済への投資は今年だけで８億4000万
ドルだった。我々は、この活動を強化するつもりだ」という陸省長の談話が報じら
れている。（インターファクス11月15日）

  ◇  韓国と共同でウラジオの運賃の電子精算システム  ◇

　都市交通システム社（ウラジオストク）がウラジオストク市内のバス交通の運賃
の電子精算システムの整備に18億ルーブルを投入する計画であることを、（株）極
東開発公社広報室が16日に発表した。
　このプロジェクトは、同社が入居しているウラジオストク自由港の特恵制度を利
用して実施される。今回の発表によると、投資プロジェクトは最新技術の採用に基
づいており、そのメリットは韓国とニュージーランドの同様のソリューションの実
績によって裏付けられている。
　このプロジェクトは韓国のGideon Sysctech社の参加で実施されるもので、同社
は公共交通機関の非現金決済システムの設計・生産を専門とするコンソーシアムに
参加している。このシステムの導入は、ドライバーを料金精算構造から分離して安
全運転と良質な乗客サービスに専念させ、決済の完全な透明性と乗客を最大限に確
保することを目的としている。（インターファクス11月16日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  延吉から台北線就航  ◇

　11月３日午前、延吉−台湾線が正式に就航した。毎週木曜日に１便運行し、飛行
時間は３時間半。
　台湾と延辺はともに観光客の出発地かつ目的地だ。ここ数年、延辺の生態・民俗・
国境・氷雪などが台湾旅客を引き付け、台湾から延辺への観光客数が増えており、
延辺から台湾への観光も徐々に盛り上がってきている。両地は資源・地理的な位置・
気候・民俗などの面での違いが大きく、相互補完性がある。これまで台湾と延吉に
は路線がなく、両地域間を行き来する旅客は長春、瀋陽、さらに深セン、広州で乗
換するしかなく、旅行費用が高くなり、極めて不便だった。2015年末、両岸の民用
航空の管轄部署の承認を経て、延吉は両岸の定期的な旅客輸送地点に組み入れられ
た。今年に入って延辺州関係部門、延辺の海峡国際旅行社および台湾極東航空股〓
有限公司の共同努力により、ついに路線が開通した。（吉林日報11月６日）

　セン：つちへん+川
　〓：にんべん+分

  ◇  オルドス航空口岸が通年の対外開放を実現  ◇

　11月17日午前、オルドス航空口岸の通年の対外開放が国家の審査を順調に通過し
た。これにより、オルドス空港は全国で71番目、内モンゴル自治区で４番目に開放
された口岸に昇格することになった。国内外につながるオルドスの航空輸送ルート
が全面的に開通し、一部市場を基礎とする臨時チャーター便が定期路線に変わる望
みもでてきた。
　今回の国家検査グループは国家口岸管理弁公室・公安部・税関総署・国家質検総
局・民航局・総参謀部により構成された。検査グループは、口岸の対外開放後の検
査検疫業務を担うことができていると一致して認め、オルドス航空口岸の通年対外
開放の検査通過に同意した。
　オルドス航空口岸が順調に国家審査に通過したその意義は、広い分野かつ高い水
準で経済グローバル化の歩みに有利となるだけでなく、オルドスを呼包銀楡（フフ
ホト・包頭・銀川・楡林）経済区の発展における主導的な地域とするのに利する同
時に、周辺都市の観光・経済貿易等の面での波及作用を強化することになる。
（内モンゴル日報11月８日）

  ◇  開原有機米、日本やロシアに販売  ◇

　10月21日、記者が開原市の宏大農業合作社を訪れると、姜洪大理事長の事務室に
は２つの電子掲示板があり注目された。従業員がパソコンを開くと、60ヘクタール
あまりの稲作田がすぐに画面上に映し出された。姜理事長によれば、合作社の生産
作業はすべて有機米の国家基準によって行われ、ここの設備を通して省農業委員会
農業技術普及所に直接ネットでつながり、稲作田の24時間監視が実行されている。
　開原市は農作物の生長に適した「黄金地帯」で、年間の日照時間が2700時間、平
均降雨量が700ミリ余り、夏季は高温多湿、水資源が豊富、有機質・微量元素を含
む肥沃な土壌、水稲の栄養成分の蓄積に有利、歴史的にも伝統的な優良米の主産地
だ。地理的資源の優位に加え、厳しい生産基準により、開原産米には多くの微量元
素を含ませ、口当たりも香りも良く、市場の人気が高く、上海・北京等国内の大都
市に販売するだけでなく、日本やロシアなどにも輸出している。開原市はすでに慶
雲堡鎮、三家子郷、八宝鎮を中心とするコメの生産基地を形成し、周辺の20あまり
の郷鎮に水稲栽培を促している。
　開原米の品質を向上させるため、開原市は八宝鎮で13ヘクタールの新種の水稲試
験基地を建設した。そのうち品種比較試験区は２ヘクタールで、早生種・中生種・
晩生種、常規稲・交雑稲、長粒・円粒（短粒）、優良米、ジャポニカ種等28種類を
集め、さまざまな角度から比較試験を行っている。同時に黄旗寨鎮に3.3ヘクター
ルの模範田を建設し、技術的な普及を行った。また、水稲の良種プロジェクトを実
施し、11.3ヘクタールの繁殖区を設け、水稲の品質、干ばつへの抵抗力、単位当た
り収量を高め、開原の栽培に適した、市場競争力のある品種を選び、全市で重点的
に普及させる。
　優良米は加工業の発展をもたらしている。開原市興源米加工工場では、今年の新
米でまだ未加工・未包装のものは、省外の販売代理店に事前予約されている。現在、
開原市水稲加工企業はすでに12社に達し、年加工能力は50万トンに上る。
　開原市農業委員会の責任者によれば、「開原米」の産業発展を推進するため、開
原市ではすでに「開原米」産業発展指導グループを設立し、「開原米」の産業発展
規画をつくり、水稲産業の発展を支える措置を制定・実施する。同時に、優良水稲
新品種開発基金を設立して、優良な水稲の誘致・普及や「開原米」の宣伝をする。
また、瀋陽農業大学と協力し、開原市農業技術普及センターがジャポニカ種の新品
種を集め、緑荷米業有限公司が33.3ヘクタールを栽培し、高齢者や子どもに適した
新しい健康米を打ち出す。そのコメで炊いたご飯は特に胃腸が弱い人に適している。
　開原市農副産品協会が上申した「開原米」は国家工商行政管理総局の商標局の審
査を通過して登録され、原産地証明の商標も認められた。現在、全市の優良な水稲
品種の栽培面積は2.3万ヘクタールに達し、来年には2.67万ヘクタールに達する。
（遼寧日報11月８日）

  ◇  営口港がモスクワ最大の物流センターに出資  ◇

　11月７日、営口港務グループ党委員会書記の李和忠董事長とロシア鉄道のベロゼ
ロフ総裁がロシアのサンクトペテルブルクで協力協定書に署名し、営口港は入札に
参加した世界11社の中で勝ち抜いて、モスクワ最大の国際物流センター・ベールイ
ラスト物流センターの株主になった。
　昨年９月３日、営口港務グループとロシア鉄道は北京で「協力覚書」を締結した。
その趣旨は、中国の東南沿海、北東アジア、ASEAN経済圏から営口港を経て、さら
に満洲里、ザバイカリスク口岸を経て、ロシア西部の広大な地域とヨーロッパを結
ぶ複合一貫輸送ルートを共同で創造することにある。
　覚書調印後、省委員会の主要な指導者がモスクワのロシア鉄道本社を訪れ、営口
港とロシア鉄道の全面的な協力を推進した。「モスクワ地区で中ロ国際物流園区を
共同で建設すること」は覚書第１項の内容で、ベールイラスト物流センタープロジェ
クトは総投資額180億ルーブル、営口港はそのうちの49％の株式を買い入れた。省
委員会、省政府はこれを重視し、プロジェクト推進中に起こる困難や問題の解決に
全力で支援し、遼寧省とロシアの協力が成功するための模範となっている。
　中国から満洲里を経てシベリア鉄道につながる鉄道業務量が最も多い港・営口港
の「中欧列車」は、今年１月から10月までの貨物輸送量は前年同期比30.8％増で、
満洲里口岸の貨物輸送量の50.5％、東北口岸市場で77.9％を占めている。「営満欧
（営口−満洲里−欧州）」ルートは中国の「一帯一路」とロシアの「ユーラシア経
済連盟」戦略を結ぶ中心路線となっている。（遼寧日報11月10日）

  ◇  撫遠莽吉塔産業園区の港鉄道専用線正式に開通  ◇

　先頃、撫遠市と中昆聚霖（北京）科学技術グループが協力して建設した莽吉塔産
業園区が正式に始動した。
　莽吉塔産業園区は撫遠市の中ロ国境開放モデル区に位置しており、建設総面積は
13.3万平方キロメートル。コールドチェーン物流倉庫貯蔵区、物流加工区、木材加
工区、ハイテク産業区等の機能地域の建設を計画している
　このたび、撫遠港鉄道専用線が正式に開通した。これは前撫線（黒龍江省同江市
前進鎮〜撫遠市）を撫遠駅に連結させ、中ロ国境開放モデル区と莽吉塔港区につな
がる4.866キロの鉄道。モデル区とコンテナ港の２カ所に積み降ろし作業区を設置
し、工事の総投資額は9686.34万元で、わずか120日間で鉄道専用線の全線開通を実
現した。同時に、黒龍江省東北部の鉄道輸送と黒龍江の水運をつなぐ最後の１キロ
が開通し、複合一貫輸送が実現した。（黒龍江日報11月16日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  元国会議員大統領に立候補する  ◇

  アルタンホヤグ元首相が来年のモンゴル国大統領選挙に立候補することを発表し
た。アルタンホヤグ氏は９日、トゥーシンホテルで記者会見を開き、モンゴル人民
党が選挙公約を破り、政府のあらゆるレベルで権力を掌握しようとしていると批判
した。
  アルタンホヤグ氏は、議会によって罷免されるまで、前民主党政権時代に2012年
から2014年まで第27代モンゴル国首相を務めた。（news.mn 11月９日）

  ◇  再エネ分野での協力について米国と協議  ◇

　ガンフー・エネルギー大臣は９日、ジェニファー・ジムダール・ガルト駐モンゴ
ル米国大使と会談し、再生可能エネルギー分野での協力の可能性を指摘した。
　米国大使は、モンゴル政府の行動計画に反映されている事業に関心を示し、アメ
リカ側は再生可能エネルギー分野での協力に注力する用意があると述べた。
　ガンフー大臣は、政府の政策と行動計画、成果、さらに米国のミレニアム開発基
金がモンゴルの再生可能エネルギー分野の発展に提供した支援・サポートについて
情報を提供し、サルヒト風力発電所（50メガワット）のプロジェクトを「モデルだ」
と称した。
　この会談でガンフー大臣はオユトルゴイ金銅鉱床への電力供給の重要性も指摘し、
モンゴル政府とエネルギー省が来年、長年検討されてきたタバントルゴイ発電所の
建設プロジェクトに着手することを伝えた。「現在、オユトルゴイ鉱床の年間の電
気料金は１億ドルとなっている。一方、地下鉱山の操業が始まれば、電気の消費量
は倍増するだろう。そのため、タバントルゴイ発電所建設プロジェクトは我が国政
府が重視している大型プロジェクトの一つとなっている」と大臣は述べた。
　さらに、大臣によれば、資金調達が原因で、タバントルゴイ発電所（450メガワッ
ト）の燃料には石炭が使われるが、適切な比率でグリーンエネルギーの生産を拡大
するために、モンゴルは将来的に、エギイン川やホブド川の水力発電所など、クリー
ンな発電所の建設プロジェクトの推進を始めることにしているという。
　米国大使は、再生可能エネルギーのあらゆる方面での協力の意向を示し、オユト
ルゴイ鉱床開発プロジェクトにアメリカの大型投資が入っていること、大勢のモン
ゴル人の若者がこの鉱山で働いていることを強調して述べた。
（MONTSAME 11月10日）

  ◇  モンゴル食糧・農牧業・軽工業省と米国商議所が関係を強化  ◇

　食料・農牧業・軽工業省のバヤルトゥルグ次官は11月８日、在モンゴル米国商工
会議所のマイク・モロー農業委員長を団長とする代表団と面会した。
　バヤルトゥルグ次官はこの会談で、食料・農牧業・軽工業省は業界間の交流の改
善、輸入代替製造業の形成、鉱業製品の輸出の支援と民間セクターとの緊密な協力
の拡大に注目していることを話した。一方、モロー委員長は、バヤルトゥルグ次官
との会談の成果に満足していると述べ、モンゴル国政府との今後の協力を深める意
向を表明した。
　モロー委員長は会談の終わりに、米国商工会議所の農業分野に関する政策文書を
手渡し、今後の協力の拡大についてバヤルトゥルグ次官と意見を交換した。この文
書には特に、市場進出及び農業業界の資金の入手の条件の改善、設備輸入の拡大、
国の価格調整の減少に関する問題が書かれている。（MONTSAME 11月９日）

  ◇  新ウランバートル国際空港の営業開始が間近に迫る  ◇

　新ウランバートル国際空港の工事は現在までに99.4％終了した。新空港はウラン
バートル市から52キロ離れたトゥブ県セルゲレン郡フシギーン・フンディで建設中。
着工は2013年５月だった。
　担当大臣の報告によると、新空港の営業開始と共に、現在のチンギスハーン国際
空港はその地位を失い、研修・実習センターに再編成される。新空港は日本の国際
協力銀行（JBIC）からの特別融資で建設されており、日本の技術・設備が装備され
る。
　フィジビリティ・スタディーによると、事業費は299億円だった。モンゴルは
2008年、新空港建設費として288億円規模の特別融資に関する協定書をJBICと交わ
した。（MONTSAME 11月11日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  三瓶山などトイレや駐車場整備　外国人観光客の誘致に備え（島根）  ◇

  外国人観光客を国立公園に誘致する環境省のモデル事業「国立公園満喫プロジェ
クト」に大山隠岐国立公園が選ばれたのを受け、島根県は、約２億円を投じて三瓶
山や島根半島の海岸部にある県有施設のトイレや駐車場整備に集中的に取り組む。
具体的な誘致事業を展開する前に下地を整えるのが目的。21日に開会する定例県議
会に関連予算を提出する。
  鳥取県は既に、大山の登山道改修費を含む計２億６千万円を2016年度の県一般会
計補正予算に計上。東京五輪・パラリンピックが開かれる20年に向け、計20億円規
模の集中整備を計画している。島根県の溝口善兵衛知事も、９月定例県議会の答弁
で、対応に本腰を入れる考えを明らかにしていた。（山陰中央新報11月４日）

  ◇  香港にもラ・フランス　朝日町、天童市など販促活動へ（山形）  ◇

  朝日町と天童市、地元JAは県国際経済振興機構の協力を得て、「ラ・フランス」
を香港で売り出すプロモーションを11〜12月に初めて展開する。ラ・フランスは食
べごろを見極める難しさや見た目の課題が海外販売の壁となってきたが、「近年は
完熟したラ・フランスのおいしさが舌の肥えた香港でも知られてきた」（同機構）。
生産者グループが現地で食味の良さをPRし、販路拡大の足掛かりとしたい考えだ。
  同機構の漆原意県産品輸出チーフコーディネーターは「香港では見た目の良いル・
レクチェが好まれる傾向にあるが、ラ・フランスの味は申し分なく、自信をもって
薦めたい。重要なのは紹介の仕方」としている。（山形新聞11月６日）

  ◇  中国のコメ作り指導　コメ農家、江蘇省華西村と契約（福井）  ◇

  中国のコメ作りの技術力アップを支援するため、越前町気比庄のコメ農家・清水
豊之さんは今春から３年間、中国江蘇省の華西村と契約を結びコメ作りを指導して
いる。地元JAが早生品種「夢ごこち」を中国に輸出する仲介をした陰の立役者でも
ある。清水さんは「日本のおいしいコメは、高い技術と細やかな精神のたまもの。
惜しみなく教えていきたい」と話している。
  同村と清水さんの関係は2014年、夢ごこちを食べ、そのおいしさに感動した村長
が、清水さんの農場「朝日農友農場」を視察に訪れたことが発端。研修生は約300
人から選抜された20〜40代の９人。全員が４回、１週間来日、清水さんが田植え、
中間管理、収穫、流通について基礎知識を一から教えた。（福井新聞11月８日）

  ◇  クルーズ客1.3倍５万人　管理組合17年見通し（鳥取）  ◇

  境港管理組合（管理者・平井伸治鳥取県知事）は８日、境港へのクルーズ客船の
寄港回数が2017年は16年の1.5倍の51回に上り、乗客数は1.3倍の約５万人に達する
との見通しを明らかにした。16万トン級の大型船や、日韓の都市を巡る定期クルー
ズなどがあり、周辺の観光振興に貢献しそうだ。
  17年は、コスタ・クルーズ（イタリア）が日韓５都市を巡る定期クルーズの一環
で「コスタ・ネオロマンチカ号」（５万７千トン）を４〜10月に24回寄港させる。
大型船ではノルウェージャン・クルーズライン社（米国）の「ノルウェージャン・
ジョイ号」（16万トン）が11月に寄港する。（山陰中央新報11月９日）

  ◇  台湾の自転車客呼び込め　津軽路のルート策定へ（青森）  ◇

  自転車で観光地を巡る「サイクルツーリズム」の推進に向けて、五所川原市は７、
８日の日程で、台湾の自転車愛好家を招いた。実際に同市を含む津軽半島のコース
を試走してもらい、今後のモデルルート策定などに役立てる方針。
  五所川原市を訪れたのは、台北市で旅行会社を経営している高世軒さん、観光情
報をブログで発信するブロガーら計４人。７日は、今別町から龍飛岬（外ケ浜町）
を経て小泊町の「道の駅こどまり」に至る全長30キロのコースなど計41キロを試走
した。市は外国人サイクリストの誘致に向けて、本年度から３年間かけてモデルルー
ト策定やサポート設備の整備などに取り組む。（東奥日報11月10日）

  ◇  秋冬の天童に外国人ブロガー　そば打ち、初雪も満喫（山形）  ◇

  訪日外国人向け観光サイト「ジャパンクル」のブロガーが９日、天童市入りした。
天童高原ではそば打ち体験の模様を取材した。市は本年度、ジャパンクルの運営会
社グローバル・デイリー（東京）に委託し、観光情報を発信するインバウンド事業
を始めた。サクランボの初夏に続き、晩秋の天童の魅力を外国人ブロガーが探って
いる。
  韓国、香港のブロガー４人とモデルら計７人が訪問。初雪の出迎えに一行は感激
した模様。香港生まれで米国育ちのウィニー・ラムさんは「紅葉と雪が一緒に見ら
れるのは珍しいんでしょ。色がはっきりした季節感を伝えたい」と話した。
（山形新聞11月10日）

  ◇  幼児教育に理解深め　中国の教諭、幼稚園を視察（新潟）  ◇

  中国の幼稚園教諭６人が10日、新潟市東区の県立幼稚園を訪れ、日本の幼児教育
の現場を視察した。一行は教室で元気に歌ったり、遊んだりする子どもたちに目を
細めながら、熱心にメモを取っていた。
  訪れたのは、上海市近郊の都市、江蘇省無錫市にある「実験幼稚園」の秦璞副園
長と教諭５人。中国国内で幼児教育への関心や期待が高まっていることから、日本
の先進的な取り組みなどを学ぼうと、９日に来日した。本県のほか東京都内を巡る。
（新潟日報11月11日）

  ◇  「旅行会社の要請受けた」　青森−天津線就航申請  ◇

　青森−天津（中国）間を週２往復する定期路線の開設計画が明らかになった中国
の航空会社「奥凱（オーケー）航空」（本社北京市）の日本代理店は14日、本社取
材に対し、就航の理由について「『観光客のニーズがある』と中国の旅行会社から
要請を受けたため」と説明。運航開始時期は「まだ流動的だが、早ければ来年１月
下旬から２月上旬」との見通しを示した。
　同航空の日本代表事務所を務めるインターアビエーション・ジャパン（千葉県）
によると、現在申請中の中国民用航空局から許可が出れば、国土交通省に路線開設
を申請するという。（東奥日報11月15日）

  ◇  本県の食、香港で発信　料理人ら招き県など提案会（福井）  ◇

  県産の農林水産物や食品のアジアへの販路拡大を目指す「福井の食文化提案会」
が14日、香港のホテルで開かれた。本県からの訪問団が越前がに、日本酒、コメ、
精進料理など福井が誇る食を、現地レストランの料理人や食品輸入卸売業者らにア
ピール。越前漆器、越前焼など食関連の伝統工芸品や観光もPRした。
  県、JA県経済連、県漁連は、福井の食文化提案会に合わせ、現地の高級ホテルや
レストランなど約500店に日本の食材を卸している日系企業「GO GO FOODS」と、県
産農林水産物の輸出に関する連携協定を結んだ。（福井新聞11月15日）

  ◇  弘前市、台湾ソフト協会と協定　東京五輪へ年１回合宿（青森）  ◇

　弘前市と台湾ソフトボール協会は16日、2020年東京五輪・パラリンピックのソフ
トボール協議に台湾チームが出場した際、同市で事前合宿を行う基本協定を締結し
た。葛西憲之市長が台湾を訪問し、同協会の陳任邦理事長と協定書を交わした。協
定期間は同日から20年９月30日まで。
　協定書によると、同チームは事前合宿に加え東京五輪まで2017〜19年の毎年１回
程度、同市で強化合宿を行う。日本国内における宿泊・移動費は弘前市が負担する。
（東奥日報11月17日）

━━━━　エリナ・レター　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

　◇　中村俊彦
　　　『自然エネ、送電を議論』（新潟日報 11月21日）

　　エリナ・レターは⇒　http://www.erina.or.jp/columns-letter/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)

━━━━　ERINAインフォメーション　━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━
　◇◇　『The Northeast Asian Economic Review』 Vol. 4 No. 2を発行しました。

　詳しくは⇒http://www.erina.or.jp/publications/naer/naer-4-2/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)
　
  ◇◇　招聘外国人研究員を募集しています。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/overseas/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成28年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/overseas/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.299(20161125)
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　━━　ロシア極東情報　━━

  ◇  ハバロフスクでヒルトンホテル建設中  ◇

　ハバロフスク市でヒルトンホテルの建設が続いている。旅行ポータルサイト
「DV-Tur」が掲載したニュースサイト「Rigma.info」の情報によれば、「ダブルツ
リーbyヒルトン」ホテルがコムソモリスカヤ通り45番地で建設中だ。ホテルは219
室で、総面積は約２万7000平方メートルになる。プロジェクトによると、ホテルは
14階建と16階建の２棟から成る。客室のほか、ビジネスセンター、最新の多目的会
議場、レストラン、展望台カフェ、貸室、225台分の３階建て立体駐車場ができる
ようだ。全プロジェクトの費用は30億ルーブルとみられている。ダブルツリーbyヒ
ルトンは2018年に営業を開始する。
　ハバロフスク市内には現在49のホテルがあり、客室総数は約2500室だが、国際ブ
ランドのホテルはこれまでなかった。これまでに、ハバロフスク市内にイビスホテ
ルができると報道されてきた。このホテルは120〜140室で、グラジダンスカヤ小路
９番地に立地し、同じく2018年の開業が予定されている。
（太平洋ロシア12月１日）

  ◇  ヤクーチアの全交通機関の燃料をガスに  ◇

　ガス燃料の幅広い導入がサハ共和国（ヤクーチア）で2017年に始まることを、同
共和国のアレクセイ・コロデズニコフ副首相が発表した。
　ヤクーチア政府は現在、「エネルギー効率」プログラムを策定中で、このなかに
ガス燃料利用に関する部分がある。プログラムは来年にも実施される予定だ。コロ
デズニコフ副首相によれば、公共交通機関の燃料のガスへの転換によって運賃を大
幅に下げることができ、農業機械の場合は作物の最終原価を下げることができる。
　工学アカデミーシベリア・極東支部は既に、ヘリコプターでのガスの使用プロジェ
クトを提案した。ガスは航空燃料の３分の１のコストだからだ。航空燃料が高価な
ため、Mi-8機の１時間の飛行には25万ルーブルかかる。共和国内を移動する際の航
空券の値段は片道8000〜２万7500ルーブルとなっている。
　共和国内の燃料輸送にコストがかかるため、ヤクーチアは代替エネルギー源を使
おうとしている。ヤクーチアでは現在、16の太陽光発電施設が稼働している。外か
らの燃料供給への依存を軽減するために、アルダンでは製油所の建設が計画されて
いる。（DV.land12月１日）

  ◇  航空救急整備計画は32地域を対象とする  ◇

　プーチン大統領は連邦議会での年次教書演説の中で、航空救急整備プログラムは
32地域を対象とすると述べた。
　航空救急はまず、シベリア、極東、北方圏で整備される。「この目的で、2017年
には航空救急整備プロジェクトの枠内で航空サービスの調達費33億ドルが見込まれ
ている。第２読会で採択されるはずだ」と大統領は述べた。
　現在、航空救急用航空機は年間で約5600回発進している。これは必要回数の半分
だと、ベロニカ・スクボルツォワ保健大臣が９月に話していた。2015年、ロシア極
東の平均寿命は国内平均を下回った。質の低い医療、全体的に低い生活水準との関
連性を、メドベージェフ首相も過去に指摘している。（DV.land12月1日）

  ◇  ロ極東の空港はそれぞれの方向で発展を模索  ◇

　シンガポールのチャンギ・エアポーツ・インターナショナル（CAI）、ベーシッ
ク・エレメント（バゼル）社、ロシア直接投資基金（RDIF）のコンソーシアムが
（株）シェレメチェボ国際空港から、「ウラジオストクターミナル」と「ウラジオ
ストク国際空港」の権利を買い取る。ウラジオストク空港は、外国人投資家探しで
はハバロフスク空港をリードしていたが、これで後者の希望が失われるわけではな
い、と業界では言われている。ライバル同士のハブ空港は、競合を避けて違う方向
に向かうのではないか、と専門家は見ている。
　2014年にウラジオストク空港の購入権を落札したCAI、バゼル、RDIFは、シンガ
ポールでの交渉で売手のシェレメチェボ国際空港社と合意に達した。タス通信のロ
シア代表団情報筋からの情報によると、取引金額は約60億ルーブル。バゼルは購入
を発表し、コンソーシアムが（株）ウラジオストクターミナルの株式の100％、
（株）ウラジオストク国際空港（空港運営）の52.16％の保有者になったことを認
めた。コンソーシアムの３社は購入した株式を３分の１ずつ取得する。
　連邦航空輸送庁のデータに拠ると、ウラジオストク空港は上半期に乗降客
78万1800人（前年同期比で3.9%増）を輸送し、国内15位に躍り出た。ウラジオスト
ク空港は直近の過去５年間で初めて、ライバルのハバロフスク空港をリードした。
ハバロフスク空港は77万2800人（1.6%増）で16位だった。
　ウラジオストク国際空港のデータによると、１〜10月の乗降客数の伸びは前年同
期比で８％増、157万人だった。最も伸びたのは中国方面（61％増）、韓国（14％
増）、日本（12％増）だった。（株）ハバロフスク空港も、過去数年間は乗降客の
減少が見られたものの（2015年は32％減）、この間は外国人乗降客を増やした（９
％増）。総乗降客数の伸びは１％を超えず、約159万人だったと同社は本紙に伝え
た。
　買手側は既に、国際輸送の発展を重視した将来のウラジオストク空港のビジョン
を示している。例えば、富豪オレグ・デリパスカ氏のバゼルは空港を「ロシアとア
ジアを結ぶ戦略的中継拠点」と捉えている。RDIFのキリル・ドミトリエフ総裁は、
「地域の重要なハブ」と呼び、コンソーシアムが既に国際線の規模拡大と中国から
の新たな航空会社の誘致に着手したことを伝えた。CAIのLim Liang Song・CEOは、
コンソーシアムの努力が国際旅行と貿易を発展させる膨大な可能性を開いていると
明言した。CAIのLiew Mun Leong会長も、年間の乗降客数を500万人に増やす意向を
これまでに表明している。
　ハバロフスク空港はライバルの成功を静観している。「ウラジオストク国際空港
の取引は、我々の日本人投資家（双日ほか）との交渉過程に全く影響しない。我々
は現在、自分たちの発展プランの実現に向けて非常に内容の濃い活動をしている」
とハバロフスク空港のマリーナ・クラフチェンコ広報室長は本紙に述べた。
（ハバロフスク版コメルサント・デイリー12月２日）
　
  ◇  ウラジオのリハビリ医療センター実現へ  ◇

　日本企業がロシアを長寿国に変えようとしている。沿海地方にリハビリテーショ
ンセンターが建設される。沿海地方のエブゲーニー・ポリャンスキー副知事と日揮
（株）の関係者の会談で、このことが話し合われた。
　プラントエンジニアリング大手の日揮がロシアにおける医療サービスの向上に投
資する方針だ。日揮の営業本部長スタッフ・加藤資一氏によれば、同社は外来医療
センターをウラジオストク自由港に開設する計画だという。日揮にはこの分野の豊
富な経験がある。元請、コンサルタント、プラント供給者として過去30年間、300
件余りの医療関連プロジェクトの実施に関わってきた、と加藤氏は話した。
　共同出資者となるのは、３年半前に沿海地方で医療センターを開業した社会医療
法人北斗だ。同センターはこれまでに750人余りの患者を受け入れた、と北斗の大
島正夫氏は述べた。
　同リハビリセンターが第１段階で１日に受け入れる患者は30〜40人だが、将来的
には200人まで増やす。北斗側によれば、センターでは主にロシア人技術者が勤務
するという。第１段階の投入資金は約400万ドルになる。さらに、日本側によれば、
特に遺伝子検査の先端技術を用いた医療分野の活動の拡大が計画されている。ポリャ
ンスキー沿海地方副知事は、同地方政府がプロジェクトの実施に最大限、協力する
構えだと明言した。
　プーチン大統領は１日、連邦議会での年次教書演説の中で、経済交流を拡大させ、
共同事業を始めようとする日本国指導部の意欲をロシアが歓迎していると明言した。
　沿海地方のウラジミル・ミクルシェフスキー知事は先週、鳥取県との友好交流25
周年に際して日本を公式訪問した。この会談の結果、複数の協定書が署名され、大
手企業と公的機関が対沿海地方投資への関心を明確に表した。知事は、日ロ交流は
まず地域レベルで拡大すべきだと考えている。「我々はまず、地域レベルで日本と
のあらゆる分野での関係拡大をサポートするよう努力している。沿海地方は日本の
６県と積極的に交流しており、我々は東方のパートナーとの関係を強化する方針だ」
と知事は述べた。（沿海地方行政府HP 12月２日）

  ◇  ウラジオの日本参加の自動車解体処理工場　年来夏に稼働か  ◇

　日本の出資する自動車解体処理工場の操業開始がウラジオストクで2017年夏に予
定されていることを、沿海地方政府広報室が発表した。
  これまでの報道では、SUMOTORI社と日本の荒井商事（株）が沿海地方で、日本の
中古車を使った電気自動車製造の組織と自動車解体処理工場の開設を計画している
ということだった。「沿海地方政府とSUMOTORIとの協定書の署名後に、合弁企業の
設立が予定されている。日本国政府と沿海地方政府のサポートの下、我々の新規プ
ロジェクトは利益をもたらすだけでなく、沿海地方の環境、沿海地方の製造業の発
展に貢献するものと考えている」という荒井商事の荒井亮三社長の談話が、広報資
料に記されている。沿海地方の自動車解体処理工場はロシア極東初となり、古い自
動車の問題の解決方法を提供するだろう。（インターファクス12月６日）

　━━　中国東北情報　━━
　
  ◇  北東アジア地域の国際電力ネットワーク電源建設を推進  ◇

  先頃、中国電力企業連合会、グローバルエネルギーネットワーク発展協力組織、
エネルギー憲章共催の「北東アジア電力ネットワーク協力フォーラム」が北京で開
催された。北東アジア地域の現在の基礎と将来の発展性をめぐり、参加した専門家
や企業代表は、地域内の電力ネットワーク協力が時宜を迎えたことを認識した。
  地域の一体化が深まり、北東アジアの電力協力も一定の基礎と規模を備えてきた。
域内で相互補完する自然発生的な優位性とこれまでに築かれてきた協力の基礎は、
北東アジア電力ネットワーク協力の将来性を示している。北東アジア各国の関係部
門は、目の前のチャンスをつかみ、積極的に域内各国政府の支援を獲得し、安定し
た交流と対話のメカニズムの確立を推進し、電力ネットワーク建設技術の研究プロ
ジェクトを継続して強化し、域内各国の電力システム・法制・金融支援等の研究協
力を拡大し、共同で北東アジア地域の電力の相互連結を推進しようとしている。
（吉林日報11月18日）

  ◇  大連港、東北で「海運直行便」を牽引  ◇

  先頃、大連港大港区中海国際コンテナ埠頭で、136件の越境電子ビジネス小包が
スマート仕分ラインに入った。これら小包のバーコード読み取り、税関手続は速や
かに終え、大連港越境電子ビジネス「海運直行便」業務が正式に始動した。
  これまで日本や韓国からの主な空輸商品は、まず南方の都市に運ばれ、再度大連
に輸送されていた。今年初め、大連は東北で初めて越境電子ビジネス総合試験区と
して承認され、この政策の「利益」を利用して、大連港グループは他に先駆けて積
極的に越境電子ビジネスプロジェクトを推進してきた。過日、税関総署は大連港に
おける越境電子ビジネス「海運直行便」業務の開始に同意した。新しい業務は輸入
商品の利便性だけでなく、大連港の越境電子ビジネスの「走出去（海外進出）」に
チャンスをもたらす。
  大連は日本と韓国と近接し、地理的に優位なだけでなく、多くの航路がある。大
連港は東北で開通した初めての海運速達口岸で、現在国内でも数少ない「海運直行
便」の港となった。電子口岸やスマート物流監視監督システムにより、輸出入商品
の速やかな検査・通過を保証している。
  大連市はここ数年、越境電子ビジネス産業を発展させている。大連港グループも
積極的に推進し、現在までに風信子グループ、通達グループ等の越境電子ビジネス
企業と協力し、ハイエンドな越境ショッピングモールを誘致し、越境電子ビジネス
業務を数多くモデル展開し、仁川に「海外倉庫」も建設した。「海運直行便」は大
連の越境電子ビジネス総合試験区建設における重要なプロジェクトであり、大連港
グループはさらに新しい港の物流モデルを創造し、越境電子ビジネスの供給チェー
ンを建設している。（遼寧日報11月23日）

  ◇  撫遠−ハバロフスクのチャーター便就航  ◇

  11月21日20時40分、ロシア・ヤクーチヤ航空のSYL9887便が撫遠東極空港に着陸
し、撫遠−ハバロフスク国際臨時チャーター便が正式に就航した。
  関係者によると、撫遠−ハバロフスク線はロシア・ヤクーチヤ航空のRRJ95B型機
を使用し、週に３回（月・水・土曜日）運航される。具体的なスケージュルは次の
通り。毎週月曜19時30分にハバロフスク出発、20時40分に撫遠到着、その後21時20
分に撫遠離陸、22時05分にハバロフスク着陸。毎週水曜と土曜は、18時30分にハバ
ロフスク離陸、19時50分に撫遠着陸、さらに20時50分に撫遠出発、21時40分にハバ
ロフスク到着。（黒龍江日報11月24日）

  ◇  ロシア企業1000社、松北越境電子ビジネスプラットフォームに参加  ◇

  ハルビン俄斯路電子商務有限公司は中国国内で初めてロシア市場に注目し、輸出
入貿易の越境電子ビジネスプラットフォームに従事している。プラットフォームは、
運営されてから１年で500〜600万元のオンライン取引を実現し、ハバロフスクと戦
略協力協定を結び、現地の優良企業の商品を中国に販売し、輸入プラットフォーム
としての俄斯路ロシア雑貨店にはすでにハバロフスクおよび周辺の1000近い企業が
参加している。
  このプラットフォームは、中国・ロシア両国市場に向けて小売と小規模な卸売業
務を提供し、「中国製造」（中国の製造業）のロシアへの販売、精選されたロシア
製品の中国への販売を助ける越境電子ビジネスプラットフォームだ。プラットフォー
ムは越境決済、金融サービス、税関申告手続き、倉庫物流、市場普及サービス等、
中ロ両国の売り手と買い手にワンストップ式総合越境電子ビジネスサービスを提供
している。ハルビン俄斯路電子プラットフォームが販売する商品はすべてルーブル
で価格を表示し、買い手のために３〜４パーセントのコストを削減し、現地の銀行
カードによる支払いを支援し、商品説明はすべてロシア国籍職員による翻訳がおこ
なわれ、ロシアの現地客への問い合わせサービスを提供し、国境を越えた取引にお
ける買い手の信用等の問題を有効に解決している。（黒龍江日報11月24日）

  ◇  板材を積む「連哈欧」（大連−ハルビン−ヨーロッパ）列車、通常運行  ◇

  先頃、大連−ハルビン−ヨーロッパを走る「連哈欧」のロシアからの帰路列車の
通常運行セレモニーがロシアのトムスクで行われた。輸入板材を積んだ72のコンテ
ナ列車がトムスクから出発したことで、大連港グループがロシアと大連の間に速く
て便利な輸入ルートをさらに一つ開通させたことを示した。
  「連哈欧」列車は週１回の運行。トムスクを出発した後、途中で荷卸しをせず、
直通６日で満洲里に到達する。その後、ハルビン、大連を通り、最終的には大連港
を経て海運で上海、青島などで販売される。40フィートコンテナ572個を搭載して
いる。大連港欧陸国際物流公司の関係者によれば、ロシアからの帰路における貨物
の仕入れ先を積極的に開拓し、越境列車で運ぶ貨物の種類を豊富にし、列車のサー
ビス能力や総合競争力も向上させ、大連港グループの「一帯一路」国家戦略への参
入をさらに推進するという。（遼寧日報11月25日）

  ◇  黒龍江省の５口岸で冷凍水産品の輸入承認  ◇

  先頃、国家質検総局輸出入食品安全局が冷凍水産品輸入の検査検疫口岸のリスト
を公表した。黒龍江省の綏芬河、撫遠、饒河３口岸がリストに入り、この３口岸で
冷凍水産品の輸入事業を展開することが承認された。
  黒龍江検査検疫局によれば、冷凍水産品の衛生・安全面における管理は一般水産
品より複雑で、これらの口岸が冷凍水産品の輸入承認を得たことは、黒龍江省の冷
凍水産品の輸入拡大を助長し、輸入海鮮の深加工、コールドチェーン物流などの関
係産業の成長を促進する効果がある。これまでに承認されたハルビン太平国際空港、
同江の２口岸と合わせて、黒龍江省の冷凍水産品輸入資格を持つ口岸は５カ所となっ
た。（黒龍江日報11月25日）

  ◇  大連市、日本で遼寧自由貿易試験区を紹介  ◇

  大連市政府代表団が自由貿易区の建設と発展チャンスを宣伝し、大連と日本の経
済貿易協力をさらに促進するため、11月21日に東京、11月24日に大阪で、自由貿易
試験区の宣伝活動を行った。
  今回のPRセミナーは大連市が中央政府から遼寧自由貿易試験区の承認を得て、自
由貿易試験区建設の主要都市となった後に初めて、大連市政府が海外で行う自由貿
易試験区の宣伝活動であり、日本貿易振興機構と日中経済貿易センターの積極的な
支援を得た。日本の政府関係者、商工業界など合計250人余りが参加した。
（遼寧日報11月28日）

　━━　モンゴル情報　━━

  ◇  モンゴルでホリデイ・インホテルが開業  ◇

  世界最大級のホテルチェーンの一つ、ホリデイ・インのモンゴルの新しいホテル
が開業する。この米国ブランドの新しい20階建169室のビルは、ウランバートル市
チンゲルテイ区、ガンダン修道院やモンゴル恐竜博物館の近くに立地している。
  昨年、モンゴルの大手企業マックスグループは、インターコンチネンタルホテル
ズグループ（IHG）と、ホリデイ・インをウランバートルに開設する契約を結んで
いた。（news.mn 11月22日）

  ◇  エネルギー協力に関する会議をモ韓が開催  ◇

　ウランバートル市で24日、モンゴル・韓国エネルギー部門協力フォーラムが開催
された。フォーラムにはバヤルバートル・エネルギー大臣顧問、モンゴル国エネル
ギー政策調整委員会の関係者、駐モンゴル韓国大使、韓国エネルギー機関（KEA）、
韓国電力公社（KEPCO）の代表団が出席した。フォーラムでは、両国のエネルギー
部門の現状と省エネ向上方面の活動について４件の報告が行われた。
　エネルギー政策調整委員会省エネルギー課のアタルジャルガル課長は、省エネ分
野のモンゴルの政策について発表し、韓国での人材育成等の主要な方向性での協力
の構築、経験の共有、モデル事業の共同実施、共同研究をモンゴル側が重視してい
ると話した。（MONTSAME 11月28日）

  ◇  英モは鉱業分野での協力を重視  ◇

　ロンドンで毎年開かれている投資フォーラム「Mines and Money London 2016」
の初日に、「モンゴルの投資環境」と題した会合が開かれた。これは、モンゴル鉱
業・重工業省と鉱物資源・石油庁、国営企業エルデネス・モンゴルが共同で主催し
た。会合で両国は、技術と技術者の交流、「オユトルゴイ」プロジェクトを軸とす
る連携に関する覚書に署名した。この覚書の中で双方は、鉱業での協力を重視して
いる。
　「モンゴルは年内に、2000万トンの一般炭を中国に輸出する見込みだ」と、エル
デネス・タバントルゴイのトゥメンツォグトCOOは述べ、来年はこの輸出量が増え
るとも話した。同COOは、現在、中国への電力輸出を目的とする出力5.2メガワット
の火力発電所建設プロジェクトのフィジビリティ・スタディーが計画中だというこ
とも伝えた。
　外資の誘致を目的とし、モンゴル側は、近々に予定されている特に大型のプロジェ
クト、プログラムを積極的に投資家に提示している。（MONTSAME 11月30日）

  ◇  ダライ・ラマの訪モで中モ関係に亀裂？  ◇

　中国がモンゴル産鉱業製品に対する関税を引き上げた、と12月１日にモンゴルの
メディアが報じた。ダライ・ラマ14世のモンゴル訪問に対して中国側が反発してい
るのだという。
　ダライ・ラマ氏は11月18〜21日にモンゴルを訪れた。その直前、北京が分離主義
者とみなしているチベットの宗教リーダーを訪問させないよう、中国政府がモンゴ
ルに要請した経緯がある。そして、ダライ・ラマ氏の訪問は両国関係を損なう、と
モンゴル側に警告した。
　その後、ダライ・ラマ14世の訪問は実現し、中国は予定されていたモンゴル側指
導者との協議をキャンセルした。モンゴルのムンフオルギル外相は、この会談では
貸付金や鉄道や銅鉱山の建設についての協議が予定されていたと説明した。ダライ・
ラマ14世の訪問は国の指導部ではなくガンダンテグチンレン寺院が組織したもので、
「純粋に宗教的な性格」を帯びているとするモンゴル政府の声明にもかかわらず、
協議はキャンセルされた。
　中国による関税引き上げの報道の後、ムンフオルギル外相は、エフ・オロンTVに
対して「我々は、貿易と通関料率に係る我が国の２つの隣国との連携について、条
約や協定書を交わしている。我が国にとって貿易上の重要問題は、海への出口を欠
くことだ。この問題を解決するために、中ロモの運輸大臣は12月５〜９日に三者協
定に署名するはずだった。しかし、この訪問は不特定の期間で延期された」と説明
した。しかし、中国側がダライ・ラマ14世の訪問のせいで鉱業製品の関税を引き上
げたという情報を、外相は否定。中国側は中モ国境のガンツモド検問所の設備更新
費用を集めるために新しい通関料を設定して、この決定が2016年12月１日に発効し
たのであり、モンゴルと中国の今後の交渉や連携に政府は期待している、と外相は
説明した。（REGNUM 12月２日）

　━━　対岸ビジネス情報　━━

  ◇  県産日本酒、知識広めて　香港でセミナー・商談会（新潟）  ◇

  「香港新潟日本酒祭り」が16日、香港中心部のホテルなどで２日間の日程で始まっ
た。県酒造組合が４年連続で開催、商談会などのほか日本酒の知識を深めてもらお
うと日本酒セミナーを開いた。
  セミナーには約30人が参加。県醸造試験場長の金桶光起氏らが講師を務め、コメ
や水、杜氏などに言及しながら日本有数の酒どころといわれる新潟について説明。
純米酒の辛口、中口を教材に日本酒の味わい方を講義した。商談会には県内の蔵元
30社が参加。200銘柄を超える新潟清酒を試飲できるイベントも催された。
（新潟日報11月17日）

  ◇  外国人カップル婚礼前撮り誘致　
                       飯南町観光協、県内２社と連携（島根）  ◇

  飯南町観光協会は、総合ブライダル業のマリエ・やしろ（松江市）、飲食業のラ
ウ（同市）と連携し、婚礼衣装の前撮りを目的にした外国人客の誘致事業に乗り出
した。同町の豊かな自然をアピールし、海外での前撮りが人気となっている台湾な
どから誘致を促進する。第１弾となるカップルの撮影がこのほど、町内で行われた。
台湾や香港などでは日本の観光地や景勝地で挙式をしたり、婚礼衣装の写真を撮影
したりするのが人気となっており、島根、鳥取両県でつくる山陰インバウンド機構
（米子市）も前撮りを含む「ウエディングツーリズム」の誘致に力を入れている。
（山陰中央新報11月18日）

  ◇  JA全農山形　香港向け、庄内豚初出荷  ◇

  JA全農山形が初めて香港に向けて輸出する庄内産豚肉の初出荷が21日、庄内町の
庄内流通センターで行われた。第１便は冷凍肉50キロで、羽田空港から空路で香港
に運ばれる。
  香港に輸出するのは全農山形のブランド「高品質庄内豚」（愛称ぶーみん）。赤
みのうま味と脂身の甘さが特徴。10月末現在で18の登録農場が年間３万頭を生産し
ている。香港では「山形おしん豚」として来年１月からJAグループ直営焼き肉レス
トランで提供予定。今後１年で500キロの輸出を目指す。（山形新聞11月22日）

  ◇  富山で日中経済協力会議　商談会に80社、交流拡大へ相互理解  ◇

  日本と中国の経済協力の在り方を議論する「日中経済協力会議」は21日、富山市
の富山国際会議場をメイン会場に開幕した。初日は県内企業20社が中国企業60社と
の商談会に臨み、中国ビジネスの可能性を探った。
  「日中経済協力会議」は２日目の22日、全体会議と分科会を開いた。「新たな中
国東北振興と日中経済協力による課題解決」をメインテーマに、両国の自治体や経
済関係者約440人が相互理解を深めた。全体会議では石井隆一知事や達増拓也岩手
県知事のほか、遼寧、吉林、黒龍江の３省と内モンゴル自治区の幹部らが各地域の
重点産業や経済政策を紹介した。分科会は「環境・省エネルギー」「ものづくり」
「農業・農産品加工関連産業」の３分野で行い、関係企業の担当者らが事業内容を
説明した。（北日本新聞11月22、23日）

  ◇  西條柿、海外販路拡大を　香港フェア好評、受注獲得（島根）  ◇

  島根県特産の西條柿を香港に輸出する取り組みが動き出した。JAしまねは今月上
旬に現地で開かれた日本産柿フェアに出品し、高い評価を得てスーパーから指名注
文が入った。島根大や県農業技術センターなどは、鮮度保持技術を使った試験輸送
を実施。課題となる品質劣化を防ぐことで海外販路の拡大を目指している。
  香港での柿フェアは、全国農業協同組合連合会（JA全農）が主催して今月３〜６
日に開かれた。フェアに協力した現地の貿易商社から、経営するスーパーでの販売
用に別注を受け、生果510キロとあんぽ柿80パックをJA全農経由で追加発送。今後
も取引の継続が見込まれるという。（山陰中央新報11月25日）

  ◇  五農のリンゴ海越え　生徒が中国輸出体験へ（青森）  ◇

  昨年度、生徒が中心になって国内の農業高校として初めて国際的な安全規格「グ
ローバルGAP」を取得した五所川原農林高校（山口章校長）は来年１月、認証を受
けた同校果樹園で栽培したリンゴを中国で販売する。生徒らは「実際に輸出まで体
験し、地元農家のモデルになりたい」と意気込んでいる。
  中国での販売は来年１月21〜26日の日程で、生徒10人程度が参加し、中国四川省
の成都イトーヨーカ堂で行う予定。このほど五所川原市で行われた祝賀会で山口校
長が発表した。祝賀会では、GAPを所得した団体として2016年大賞「グローバルGAP
アワード」を国内の高校として初めて受賞し、９月下旬にアムステルダムで行われ
たサミットで表彰されたことを生徒たちが報告した。（東奥日報11月26日）

  ◇  県産リンゴ、香港輸出急増　「王林」人気高まる（青森）  ◇

  県産リンゴの香港向け輸出が近年、急増している。県産が９割を占める日本産リ
ンゴの香港向け輸出量は、2015年産で6713トン（財務省調べ）に上り、現行の統計
方式で集計された1988年産以降で最多となった。黄色品種「王林」の人気が高まっ
ていることが背景にある。
  15年産の香港への輸出量は全体の約２割を占める。14年産の約1.2倍、13年産の
約2.6倍で、10年前の05年産と比べると約21倍に増えている。一方、香港の輸入量
全体に占める割合は、中国産が57％、米国産が23％と圧倒的に多く、日本産はわず
か４％にとどまる。県りんご輸出協会の深澤守事務局長は「香港の大手流通グルー
プが展開する量販店で取り扱われていないので、輸出が伸びる余地はまだある」と
みる。（東奥日報11月27日）

  ◇  私たち外国人防災士　コマツの３人、試験に合格（石川）  ◇

  13日に実施された防災士試験に小松市内在住の外国人３人が初めて合格した。国
内各地で地震や豪雨などの災害が発生する中、３人は「いざというときには同じ外
国人在住者がパニックにならないよう手助けしたい」と口をそろえる。
  合格したのは、中国人の介護職員・金楊玲さん、ウルグアイ人のパート職員・真
田里織さん、ブラジル人の田村・ポンシアノ・マルシア・マチコさん。５月に自動
体外式除細動器（AED）の使い方や応急措置の方法を学ぶ救命講習を受け、９月か
らは市国際交流協会が開く３回の講座で防災士試験に向けた勉強をしていた。
（北陸中日新聞11月28日）

  ◇  中小企業の海外展開支援　第四銀とJICAが協定（新潟）  ◇

  第四銀行（新潟市中央区）と国際協力機構（JICA）東京は、業務連携・協力に関
する覚書を締結した。JICA東京は第四銀が持つネットワークを活用し、中小企業に
途上国の情報を提供したり、JICA支援事業を周知したりするなど、共同で海外展開
を後押しする。
  JICAは、政府開発援助（ODA）を活用した海外展開を支援しており、途上国の課
題解決につながる分野で事業展開を目指す中小企業の発掘を行っている。地元中小
企業に詳しい地域金融機関と連携を強化するため、地銀などと覚書を締結しており、
第四銀は11例目。（新潟日報11月30日）

  ◇  県・平川市、台中市と友好協定　官民挙げ交流へ（青森）  ◇

  県、平川市と台湾・台中市の３者が今月中旬、「友好交流協定」を締結する見通
しとなった。三村申吾知事が１日の県議会一般質問で明らかにした。教育旅行やイ
ンターンシップ（就業実習）、観光などの分野で官民挙げた交流を進め、友好関係
を深めていく。交流人口の拡大や経済発展に向けた取り組みも具体的に進めていく
方針だ。
  今月中旬に三村知事と平川市の長尾忠行市長が台湾を訪れ、台中市の林佳龍市長
と協定を結ぶ方向となっている。県は、台湾を国際誘客の重点地域の一つに定めて
おり、昨年、台中市から一層の交流推進に関する提案があった。県は、台湾人宿泊
客が多く、果樹栽培や温泉などの共通点がある平川市に呼び掛け、３者で交流の可
能性を探ってきた。（東奥日報12月２日）
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　◇◇　『『ERINA BUSINESS NEWS』 No. 118を発行しました。 

　詳しくは⇒http://www.erina.or.jp/publications/bn/bn-2016/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)
　
  ◇◇　招聘外国人研究員を募集しています。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/overseas/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)

　◇◇　新潟県内高校・中学を対象に
　　　　　　　「ERINA出前教室」の申し込みを受け付けています。　

　　○対象　新潟県内の中学・高校の総合学習の時間など（1時限単位） 
　　○実施期間　平成28年5月〜12月
　　○申込　受付中

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/demae/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)

  ◇◇　パイク・グンウク『中ロの石油・ガス協力−その実際と影響』
                          （西村可明・ERINA訳、文眞堂）が発行されました。

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/staff/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)

　◇◇　『ERINA北東アジア研究叢書５』を発刊しました。

　　ERINA北東アジア研究叢書５
　　『北東アジアのエネルギー安全保障 −東を目指すロシアと日本の将来−』
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【杉本侃編著、日本評論社】

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/series/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)

　◇◇　英文学術誌「The Northeast Asian Economic Review」
　　　　編集委員会では投稿論文を募集しています。　

　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/naer/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)

　◇◇　ERINA REPORT編集委員会では投稿をお待ちしています。　

　　投稿規程は⇒　http://www.erina.or.jp/publications/er/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)

　◇◇　賛助会員・購読会員のご案内　

　　＜賛助会員制度＞

　　賛助会員制度は、この設立目的・事業活動に賛同される方々から積極的に
　　ご支援・ご協力をいただくとともに、ERINAの事業やその成果を活用して
　　いただくための制度です。

　　＜購読会員＞
　　
　　購読会員は、個人の方を対象に、ERINAの定期刊行物等をお届けするサービス
　　です。
　　
　　詳細は⇒　http://www.erina.or.jp/about/member/?utm_source=mail-magazine&utm_medium=email&utm_campaign=No.300(20161209)
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  ◇　ERINAのメールマガジン◆北東アジアウォッチは
　　　配信システム　 『まぐまぐ』http://www.mag2.com/ で配信しています。

  ◇　バックナンバー　
　　　http://archive.mag2.com/0000143721/index.html
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